子の返還申立書
令和●年●月●日
東京家庭裁判所　御中
申立人手続代理人弁護士　●●　●●　
当事者及び法定代理人　別紙当事者目録記載のとおり

子の返還申立事件

貼用印紙額　　金１２００円

第１　申立の趣旨

１　相手方は、子●●●●（平成●●年●●月●●日生、日本国籍及びＡ国国籍）をＡ国に返還せよ
２　手続費用は各自の負担とする
との決定を求める。

第２　申立の理由
１　当事者

（１）申立人は、Ａ国国籍を有する女性であり、Ａ国●●州●●市に在住する者である。
相手方は、日本国籍を有する男性であり、●●県●●市に居住する者である。

（２）申立人と相手方との間には、●●●●（平成●●年●●月●●日生、日本国籍及びＡ国国籍）という子がいるところ、子●●は、相手方とともに●●県●●市に居住している（甲●）。

２　申立人と相手方の婚姻から離婚及び子の連れ去りに至るまでの経緯
（１）申立人と相手方とは、２０●●（平成●●）年●●月●●日、Ａ国の方式により婚姻し、その後同国で婚姻生活を送っていたが（甲●）、相手方のDVなどが原因で、２０●●（平成●●）年●●月●●日、Ａ国の裁判所において和解により離婚した。
上記和解においては、申立人が子●●の単独親権を取得することなどが取り決められた（甲●）。

（２）相手方は、上記のとおり、Ａ国の裁判所において離婚について和解をし、申立人が子●●の単独親権者として定められたにもかかわらず、２０●●（平成●●）年●月●日、子●●を連れて、日本に帰国した。
３　子の返還事由（法第２７条各号）が存在していること

本件において、子●●は、１６歳に達していないこと、日本国内に所在していること、相手方による子●●の連れ去りは、Ａ国の裁判所において定められた申立人の監護の権利を侵害するものであること、連れ去りの時に子●●の常居所地国であるＡ国は条約締約国であること（法第２７条４号）から、子の返還事由が存在していることは明らかである。

　４　子の返還拒否事由（法第２８条１項各号）に該当しないこと
　　（略）　
　５　結語

よって、相手方による子●●の連れ去りは、法の定める子の返還事由を充足し、他方で返還拒否事由には該当しないことから、申立人は、同法第２６条に基づき、常居所地国であるＡ国に子●●を返還することを命じることを求めて本申立てに及んだ。
以上
証　拠　方　法

　　　　　申立人証拠説明書記載のとおり
附　属　書　類

　　　　　　１　申立書写し　　　　　　１通
　　　　　　２　甲号証写し　　　　　各２通

３　証拠説明書　　　　　　２通
４　手続代理委任状　　　　１通

（別紙）

当事者目録
国籍（本籍）　Ａ国

住　　　所　　Ａ国●●州●●市●●通XXXX

　　　　　申　　立　　人　　　●　●　　●　●

（１９●●年●●月●●日生）

〒●●●－●●●●

東京都●●区●●X－XX－X ●●ビルX階

●●法律事務所

申立人手続代理人弁護士　　●●　●●

電話:03-0000-0000　FAX:03-0000-0001

　　　　　　　　　　

国籍（本籍）　●●県●●市●●町X丁目XX番地X
　　　　住　　　所　　●●県●●市●●区●●X丁目XX-X

　　　　　　相　　手　　方　　　●　●　　●　●
（昭和●●年●●月●●日生）

　　　　　　　　　　　　　　　　

国籍（本籍）　●●県●●市●●町X丁目XX番地X

　　　　住　　　所　　●●県●●市●●区●●X丁目XX-X

　　　　　　子　　　　　　　　　●　●　　●　　●

　　　　　　　　　　　　　　　（平成●●年●●月●●日生、女）
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